
平成　 年　 月　 日時点

�

（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 56 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 年度～ 【業務の流れ】

平成 年度まで　

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

単位：千円

1.

2.

3.

4.

5.

単位：時間

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

イ

団体

296 400

69,223

件数

24年度

社会教育法、旭市公民館の設置及び管理に関する

条例、規則

24

26年度23年度

（決算） （計画）（決算）（決算）

25年度

18,061

8,284

3,696

2,450

3,803

単位

24年度

千円

26年度計画（26年度に計画している主な活動）

・公民館報等により講座の募集や啓発活動に工夫する

・サークル等の貸部屋業務（９時～２２時）

・公民館まつり等の啓発に工夫・検討

・講座の内容を精査・検討する。

人口（4月1日現在）

25年度

単位

ウ 貸館予約受付・申請書数

⑤ 活動指標名

ア 講座等企画数

人

（決算）

54

23年度

13

事務事業マネジメントシート 

27 2

3,289

1,750

生涯学習課

55-2566

社会教育班

 内線

所属班

1,893

電話番号

69,749

53

23

56,346

（計画）

26年度

58,069

（計画）

26年度

1700

（決算）

25

25年度

（決算） （決算）

23年度

26年度

68,725

（決算）

25年度

（決算）

60,00060,687

24年度

（決算）

24年度

54

68,241

30,628

（決算）

54

505

（決算） （計画）

21 24

505

48,072

38,285

平成 25 年度事後評価・決算

施策

体系

基本方針

施策の展開 4

基本事業

施策

ｺｰﾄﾞ1

4

海上公民館活動費

(41100海上公民館管理費含む）
主要事業

事務

事業名

心豊かな人と文化をはぐくむまちづくり

生涯学習講座の充実・人材育成

千円

28 24

教室

単位

53,976

28

25年度

（決算）

教室

38,285

16,972

3,380

5.00

17,444

5,355

10,075

4.83

１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）

昭和

千円

1,480

※全体像を記述⇒

8,361 5,725

事

業

費

17,233

1.臨時職員賃金

19,784

5,822

16,548

4,147

市民一人ひとりが、自ら学び自ら行動し、より良い生活や自己向上を高めるために、様々な学習機会を提供する事業。

①各種講座・教室の開催：水彩画、ヨガ、陶芸、琴など。通年コースが多い。月１～２回２時間。定員１５～５０人程度。

②イベントの開催（海上公民館祭りなど）。　③一般団体、サークル活動等の（ホール、研修室４、和室３、多目的ルーム、陶芸室、ラ

ポート２４）貸館業務（開館時間　9時～22時　休館日　月･祝日･年末年始休館）。　④図書の貸出、図書室の管理。　⑤海上ふれあ

い館の管理：清掃・トイレ清掃（委託）、設備点検（委託）。⑥海上公民館が核となり社会教育施設５施設（干潟公民館、いいおかユー

トピアセンター、青年の家、市民会館、第二市民会館）の予算管理及び主な改修工事等の業務。

千円

999

2,482

事業費計  （A）

会計

・主催事業：　次年度開催予定事業の検討（１０月頃）→講師及び講座内容の検討→公民館運営審議会で事業内容の審議→開催

要項等の作成→受講生募集（新年度４月・９月）・受付→教室等の開催（５月及び１０月以後：挨拶・雑務・経理など）。

・貸館業務、図書室管理・貸出：　随時。

項予算

科目

5,852

千円

その他

臨時職員賃金

委託料

光熱水費

報償金

1,480

7

款

10生涯学習の充実 4

費

目

内

訳

② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

830人

1,764

23年度

（決算）

単位

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

回数

61,165

1,773

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

④ さらに、どんな上位目的に結び付けるのか

・講座に参加し知識を身に付け、教養を高め、生き

　がいを見つける

・自分たちの目的達成のために拠点をもって活動

  する

・安全に利用できる状態にする

地域コニュニティーの核となる公民館活動の円滑

化と施設の適正な管理

地域住民の教養の向上、健康増進・文化活動の振

興、社会福祉の充実に寄与する

866850 800

2,600

（決算）

　開始当初は、他団体・民間等で同様の事業を

行っている団体は少なかったが、最近は趣味的

な内容の事業を他団体でも実施している。

　また、住民層の学習意欲や社会意識の多様化

により、多人数構成の講座には無理が生じてい

る。

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

・アンケートの実施（ほぼ満足しているようだった）

・講座受講者から、マンネリ化している講座の見直し

をして欲しいとの意見あり

・地元の公共施設として無くてはならない身近な施設

として不可欠であるとのこと

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

　社会教育法２１条で「公民館は市町村が設置す

る」と規定。

上

位

目

的

41,449

① 事業期間

5,355

6,400円×週3日×1人、810円×20時間×1人（５０週）

シルバー人材センター（夜間、土･日曜日）他

① 事業費の内訳（25年度の実績）

千円 15,308

人

時間

イ 講座等開設数

トータルコスト(A)＋(B)

千円

⑥ 対象指標名

イ

施設利用者数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

24年度

1,207

（計画）

26年度

単位

人 

⑦ 成果指標名（考え方）

電気代、水道代、ガス代

21講座講師謝金

工事・修繕費、消耗品及び備品購入、使用料

【歳入】地域発・補助金1,000千円　公民館使用料：896千円

1,081

うち一般財源

千円

千円

延べ利用回数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

人

件

費

1,205

15,996

9,738

37,004

8,060

4.005.00

10,075

23年度

根拠

法令

課
41200

ｺｰﾄﾞ2

243

5

生涯学習講座の開催

目

一般会計

海上公民館の定期利用サークル実利用人数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

1,081

2.委託料

③ 意図（対象がどのような状態になるのか）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）

・市民

・文化団体・サークル

② 延べ業務時間の内訳（25年度の実績）

目

的

23年度4・5月４人、6～3月５人

24年度2,015時間×５人

25年度2,015時間×４人

5.その他

4.報償金

3.光熱水費

5,725

3,803

延べ業務時間

人件費計  (B)

ア

定期利用サークル・団体数

正規職員従事人数

手

段

① 主な活動

25年度実績（25年度に行った主な活動）

・公民館報により講座の募集や啓発活動を実施している

・サークル等の貸部屋業務（９時～２２時）

・講座の内容を性差･検討する。

⑧ 上位成果指標名（考え方）



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

目

的

妥

当

性

評

価

① 施策体系との整合性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

この事務事業の目的は市の施策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

生きがいを見つけてもらい仲間作りの一助となり、市民の生涯学習が熱心に行われることに繋がる。

事務事業名

海上公民館活動費

(41100海上公民館管理費含む）

② 対象・意図の妥当性

③ 行政関与の妥当性

生涯学習の対象者は全市民・全年齢を対象としているものである。

社会教育法に定められた公民館であり市が運営するものである。

班名 社会教育班生涯学習課課名

・新しい講座を開設する場合、適任な講師の発掘。

・計画的に講座内容の見直しをし、現代的課題や生きがいなどに繋がる講座を考える。

低下

成果

向上 ○

いつまでに なにを、どうするのか？

現在以降随時 ・市民生活の充実を図るための学習内容を検討し利用者の拡大を図る。

維持

（廃止・休止の場合は記入不要）

・施設の維持管理については最低限の水準で行っているが、臨時職員等の活用により施設の運営が可能と思われ

る。しかし、臨時職員等では、市民のニーズや地域課題等に対応した事業が出来ない。

増加維持

・広く市民に開放しており公平である。また、材料費などは全て自己負担としている。

・平成26年10月から施設利用者からには使用料・手数料条例を見直し、減免要綱を策定して使用料を徴収してい

くため、公平・公正である。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

講座利用者及びサークル団体が自主的に公民館まつりを開催し、来客数も多く好評を得ておりこの事

業は適切に行われている。但し時代に即応した講座の検討が必要と考える。

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

コスト

削減

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

公

平

性

評

価

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性

有

効

性

評

価 (1)

(2)

他組織で行っている事業と連携することにより、地域の特色を活かした講座や現代社会の要望に沿った学習が期

待できる。経費節減にもなる。但し、講座の統合は高齢者にとっては、交通手段が課題である。

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

干潟公民館活動費、いいおかユートピアセンター活動費、その他社会教育施設等

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？成果の向上余地はどの程度ある

か？

多数の市民が受講しているが、海上公民館の講座を初めて受講する方はあまり多くない。もっと幅広い年代層や

他地域の方の利用や交流ができる様な工夫が必要。それによって内容に幅が出てくると思う。

④　成果の現状水準

海上公民館が核施設となり、夜間開館を遂行し、他施設で制限されたサークル･団体の受け入れ施設としている。

削減余地はないが、それでも削減をするならば、夜間の使用制限などをしてサービスの低下させながらの実施とな

る。

住民の要望に沿った学級・講座の開設を行うことにより成果向上の余地はある。

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？


